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１．はじめに  

 現在，地震リスク評価の代表的なものとして，地震ハザードステーション J-SHIS（以下，J-SHIS）の地震

動予測地図 1）がある．このような地震リスク評価において構造物の被害予測を行う過程は，ある震源を仮定

した際の評価地点における地震動の評価と，その地震動を用いた構造物の損傷度評価に分割できる．現在の地

震動予測地図では，地震動を最大速度，あるいは計測震度で表現している．これらは予測手法が簡易的であり，

被害関数によって建物被害との対応もしやすい．しかしながら，地震動を一つの物理量によって表現すること

から，本来地震がもつ有用な情報がいくらか欠落し，損傷度評価の精度を犠牲にすることになる．犠牲になる

情報には，地震動の周期領域における特性（以下，スペクトル特性）がある．さらに，被害関数は地震動と被

害率との経験的な関係を記述しているため，建物の振動における特性（以下，振動特性）が考慮されていない．

そのため，被害関数を構築するために対象とした地域と建物の耐震性能が異なる地域では，被害関数の適用が

難しい．  

そこで本研究では，地震動のスペクトル特性および木造建物の振動特性を考慮できる地震被害予測手法（以

下，本手法）の構築を目的とする．本稿では，本手法の構築と同時に，本手法の精度を検証するために実際に

起こった地震（2007 年能登半島地震）を想定地震とした地震被害予測も行う． 

２．加速度応答スペクトルの予測手法 

 地震動の支配要因には震源特性と伝播経路特性および地盤の増幅特性があるといわれている．このことから，

加速度応答スペクトルに対して以下の関係式が成り立つ． 

 ( ) ( ), ( ) ( )aS T F O T P T G T      (1) 

 ここでT は地震動の周期（s）， ( )aS T は地表の加速度応答スペクトル(本手法では減衰定数 0.05 とし，単位

は cm/s2)， ( )O T は震源特性， ( )P T は伝播経路特性， ( )G T は地盤の増幅特性である．本手法では，

 ( ), ( )F O T P T を基盤における加速度応答スペクトルとして，内山，翠川（2006）の距離減衰式 2）で算定す

る．さらに， ( )G T は内山，翠川（2003）によって改良された NEHRP の方法 3），および参考文献 4）の経験式

を用いて算定する．なお，計算上必要となる地盤情報などのパラメタは，J-SHIS の国土数値情報を用いて算

定した．以上によって，本手法では，標準地域メッシュの 250ｍメッシュごとに地表加速度応答スペクトルを

予測する． 

３．木造建物の損傷度評価手法   

 本手法における木造建物の損傷度評価では，地震動のスペクトル特性と木造建物の振動特性を考慮するため

に等価線形化法を用いる．さらに，建物の振動特性のばらつきを考慮するために，さまざまな振動特性を有す

る建物の集合体として建物群モデルを構築する．本手法における建物の振動特性とは，個別の木造建物のせん

断力-変位関係（以下，復元力特性）を指す．集合体を構成する個別の木造建物は１質点１自由度系と仮定す

る．これに初期減衰定数，等価質量，等価高さ，降伏層間変形角，降伏せん断力を設定し，さらに，履歴曲線

が描く形状は剛性低下型バイリニアモデルとする．個別の木造建物は対象地域の代表的な木造建物とし，等価

質量および等価高さは代表的な木造建物のものを用いる．初期減衰定数は 0.05 とし，降伏層間変形角は，限

界耐力計算法で用いられている 1/120 を用いる．また，降伏せん断力に関しては，そのばらつきを考慮して，

これを分布させた建物群モデルを構築する．降伏せん断力は固有周期と関係性があるため，固有周期のばらつ

きを確率密度関数として表し，それによって降伏せん断力のばらつきを表す．固有周期のばらつきを把握する
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方法としては，木造建物の築後年と固有周期の関係性を利用する．これは，日本全国の木造建物を対象とした

既往研究 5）の統計解析によって，木造建物の固有周期を各築年に対して正規分布でばらつく確率変数として

表した関係である．木造建物の築後年のばらつきは，総務省統計局が各市でまとめている木造建物の建築年代

別棟数 6）から対数正規分布の確率密度関数として近似する． 

４．2007 年能登半島地震に対する本手法の精度検証 

 本研究では，本手法によって 2007 年能登半島地震を想定した地震被害予測（以下，想定例）を行い，予測

被害率と実際の被害率（以下，実被害率）を比較して精度の検証を行う．ここで１質点１自由度系のパラメタ

には既往研究 7）の値を用いる．また，木造建物の築後年のばらつきの推定には，参考文献 6）より平成 15 年度

に輪島市でまとめられた木造建物の建築年代別棟数を用いる．本手法による予測被害率と実被害率を比較した

結果を図-1 に示す．ここで，誤差平均とは，予測被害率と実被害率の差の絶対値の平均をとった値である．

本手法では誤差平均が約 0.10 となった．本研究ではさらに，既往の被害関数を用いた地震被害予測（以下，

既往手法）も行い，本手法の精度と比較した．ここでの既往手法は，参考文献 8）に示される手法に準拠して

いる．既往手法による予測被害率と実被害率を比較した結果を図-2 に示す．既往手法の誤差平均は約 0.23 と

なり，本手法の精度がよいことがわかる．また，既往手法では震源から離れた穴水での予測被害率が 0となっ

ており，震源に近い地域（黒島，道下）に関しても被害率を過小で予測していることがわかった． 

５．まとめ 

 本研究によって，地震動のスペクトル特性および木造建物の振動特性を考慮した地震被害予測手法が構築さ

れた．想定例より，本手法は実際の地震被害を既往手法より高い精度で予測することが示された．本手法を適

用するにあたっては木造建物の振動特性に関するデータが必要となるが、今後，より少ないデータでも予測を

行えるような改善を行っていく予定である． 
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図-1 本手法による予測被害率と実被害率 図-2 既往手法による予測被害率と実被害率 

土木学会第66回年次学術講演会(平成23年度)

 

-784-

 

Ⅰ-392

 


